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開業・運営プロセス	 	対外的関係	 内在的問題	
 
1. 序論 

１−１ はじめに 

近年、料理施設や温浴施設などを持たない、法的には

簡易宿所として扱われることの多い宿泊型ゲストハウス

（以下ゲストハウス）の開業が増加している。その背景

には近年の増加しているインバウンド需要が関係してい

る。ゲストハウスには宿泊場所としてだけでなく、地域

住民や旅行者との交流や、地域貢献などといった、それ

ぞれの経営者で多様な運営目的が存在している。また、

そのような経営者の運営目的がゲストハウスの運営に大

きく反映されている状況にある文１。	

そのような様々な運営目的を持ってゲストハウス開業

を望む人が増加する一方で、資金、物件面など、開業か

ら運営まで様々な開業・運営上で起こる「内在的問題」

や、他ゲストハウスとの競合や地域住民や宿泊客との関

係によるトラブルといった「対外的問題」もある文２。こ

れは、ゲストハウスの存続のみならず運営目的にも影響

しうる。そこで、単にゲストハウスの存続だけでなく、

「経営者の運営目的」に着目することは今後の量的・質

的向上を目指していく上で重要である。 
以上の背景や視点から、本研究では、①ゲストハウス

経営者の運営目的とその変化、開業・運営プロセス（図

１）における②内在的問題、及び③他者（地域・観光

客・他ゲウトハウス等）

との対外的関係を明ら

かにした上で、④それ

ぞれが運営目的に及ぼ

す影響を明らかにする。

以上を踏まえて、①〜④で得られた知見から、ゲストハ

ウスの今日的課題とその対応策を考察する。	

1-2 既往研究の整理と本研究の特色 

	 国内におけるゲストハウスに着目した研究は大きく３

つにまとめられている。１つ目に国内ゲストハウスの特

徴や経営形態注１）、２つ目にゲストハウスの交流機能注２）、

３つ目に地域とゲストハウスの依存関係や地域の中での

ゲストハウスの可能性について述べている注３）。しかしな

がら、ゲストハウスの経営者の視点からゲストハウス経

営の実態を述べているものは見受けられない。	

本研究では、ゲストハウス運営を行う上で開業後の実態

だけでなく、開業発意時から物件確定といった開業前の

ゲストハウス運営の実態を捉えることと、経営者の運営

目的という視点からゲストハウス運営の実態を捉えるこ

とに新規性がある。	

	

2. ゲストハウスを取り巻く宿泊形態の社会変化と支援方

策  

まず、ゲストハウスが増加している社会的背景と支援

する方策を把握するために文献調査を行なった。ゲスト

ハウスが増加している背景は観光雑誌「月刊レジャー産

業文６」を用い、支援方策に関しては総務省の「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を参考にまとめた（図２）。	

簡易宿所が世間に注目されたきっかけは 2002 年の日韓

サッカーW 杯と言われ、開催期間中に観戦を目的とした外

国人旅行者の宿泊が東京・山谷の簡易宿所に急増した。

その後、訪日外国人増加といった宿泊需要と遊休資産活

用の供給需要が合い、ゲストハウスの開業が年々増加し

ている（図２：Ⅰ）。同時に、政府が宿泊場所の増加を目

指して制度を整えた。まずは国家戦略特区を指定し、指

定自治体のみで先行的に民泊を奨励した（図２：Ⅱ）。し

かし、申請をしていない違法民泊や民泊における近所ト

ラブルが相次ぎ、2018 年の民泊新法制定は民泊を厳しく

取り締まる形で成立した。また、民泊制度制定に伴い、

旅館業法も制度緩和を行い、開業のハードルが下がって

いる（図２：Ⅲ）。	

ゲストハウスを支援する方策の実態として、総務省の

総合戦略を元に、「創業支援」「移住促進」「働き方の多様

化」「遊休資産の活用」という観点から実例を捉えること

ができた。これについては３章（図３）にて詳述する。
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図１、開業・運営プロセス 
として着⽬するタイミング 

図 2、簡易宿所を取り巻く制度改正の動き  
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表 1 内在的問題の抽出方法及び開業・運営プロセスにおける分布 

 

３.ゲストハウスの運営上の問題及び運営⽬的変化	

の把握 

 本章では実際にゲストハウスの内在的問題を把握する
ことと、大きく運営目的が変化しているゲストハウスを

抽出するためにゲストハウス紹介サイト「footprints」

掲載の全国458のゲストハウスにアンケート調査を行った。

結果、96のゲストハウスから回答を得ることができた。	

3−１ ゲストハウスの運営上の問題の把握 
ゲストハウス経営者の抱える開業・運営上の内在的問

題点を把握するために、プレヒアリングや経営に関する

文献文７）より８つの想定した内在的問題を設定し（表１：

Ⅰ）、該当する上位３つの問題とその具体的内容、時期注４）

を聞いた(表１：Ⅱ)。回答してもらった具体的内容を KJ

法に基づいた分析で15個の項目に類型化し（表１：Ⅲ、A

〜P）、開業・運営プロセスの段階別の問題発生件数をま

とめた。開業前は物件取得や資金面、申請手続き面など、

多くの人が通るハード面での問題点が挙げられた。開業

後は経営知識や情報発信などの専門知識面、スタッフや

地域住民、旅行者といった他者関係の問題が大きく上が

った。全体的な問題件数としては、開業に近づくにつれ

て問題件数が増加し、開業１年以内がピークに達してい

た。その後2年目は一度落ち着くが、２年以降で再び増加

している傾向にあった。	

運営上の問題点と２章で前述した支援方策を重ね合わ

せると、問題に対しては資金や物件といった支援制度が

充実していることがわかった（図３）。開業後に関しては

「専門知識」などにおいて、ゲストハウス間のコミュニ

ティやセミナーなどの存在が確認された。しかし、他者

関係の現状のゲストハウス支援方策として、開業前の運

営上のトラブルにおいては現状として支援方策は見られ

なかった。	

３−２ 運営目的変化の把握	

ゲストハウスの運営目的変化の実態を把握し、運営目

的の変化が大きいゲストハウスを抽出する。まず、アン

ケート調査を実施したゲストハウスの想定しうる運営目

的の内容は石川（2014）とプレヒアリングによって 16 抽

出した（図４：０）。アンケートでは、開業前後それぞれ

に 16 の運営目的に対してどれだけ目的として想定してい

たかを「主目的」「副目的」「非目的」から選んでもらっ

た（図４：Ⅰ）。その結果から目的対象（経営者自身、地

域、宿泊者）別に「主目的」の割合比率を計算し（図

４：Ⅱ）、開業前後の２時点でどのような変化があるかを

注目した（図４：Ⅲ）。結果、「開業前後で偏りなしから

いずれかの目的対象重視に変化する『特化』」、「開業前後
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で目的対象重視から偏りなしに変化する『総合化』」、「開

業前後で重視する目的対象が変化する『目的対象の横

断』」、「開業前後で変化しない『微細な変化』」の４種類

の動きに分類することができ、ほとんどは開業前後で大

きく運営目的の意向が変化することはないが、「特化」

「総合化」「目的対象の横断」といった運営目的の変化が

あるということを明らかにすることができた（図５）。こ

の３種類に該当するゲストハウス 22 事例を大きく目的変

化した事例として抽出した。	

	

４. ゲストハウス経営者の運営目的変化の状況 
第４章では 22 事例のゲストハウスにヒアリング調査を

行い、13 件のゲストハウスから回答が得られた。それぞ

れのゲストハウスに対して開業・運営プロセスに基づい

た出来事と、その中での運営目的変化のきっかけ、理由

をまとめた（図６）。	

４−１ 対外的関係の把握 

対外的関係の実態を把握するために、ヒアリング結果

から、それぞれの対外的関係の状況を抽出し、分類をし

た。結果、「地域住民」「宿泊者・他ゲストハウス」の２

つに大きく分類することができた。具体的な関係として、

地域住民との関わり方に関しては「近所に迷惑をかけな

いように気を使う」「町内会活動、行事の参加」「カフェ、

イベントといった地域への開けた場を提供」の３つに分

類された。宿泊者・他ゲストハウスとの関わり方に関し

ては「周辺ゲストハウス開業による変化」「宿泊者層の変

化・定着」「宿泊者とのミスマッチによるトラブルと対応」

の３つに分類された。	

４−２ 運営目的変化に及ぼす影響 

３章で明らかにした内在的問題と４−１で明らかにした

対外的関係の実態が運営目的の変化に影響を及ぼすかを

明らかにするために、運営目的変化の理由を分類し、内

在的問題と対外的関係の結果と対応させた（表２）。まず

は、ヒアリング結果から運営目的が「主目的→副・非目

的」、もしくは「副・非目的→主目的」になった目的内容

に関して、〈①どんな出来事があったのか	②その出来事

図６：開業・運営プロセスにおける出来事と運営目的変化

（ゲストハウス Y の例） 
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からどう判断したか	③どう変化したか〉の３点をまとめ

た（表２：Ⅰ）。続いて、その一つ一つの運営目的変化の

出来事の①、③を分類していく。その際、①の出来事に

関しては「運営上の内在的問題」「対外的関係」「その他」

の３つに分類し、③の変化の結果に関しては「a,副・非

目的→主目的」「b,主目的→副・非目的」に分類した（表

２：Ⅱ）。	

	

	

結果、運営上の内在的問題をきっかけにした運営目的

の変化の事例を確認することはできなかった（表２：Ⅲ）。

副目的・非目的から主目的に変化した実態としては「地

域住民と関わりが増した」といったものや「宿泊者層の

変化、定着」といった対外的関係の変化から経営者の意

識の変化につながり、新たな運営目的を設定した結果で

あったことが明らかになった。主目的から副目的・非目

的に変化した実態としては、「他ゲストハウス開業」や

「宿業、理想空間の実現」といった結果的に当初想定し

ていた運営目的が達成されたことによる結果であったり、

予想に反したニーズへの対応による新たな運営目的の設

定の動きの結果であることが明らかになった。	

以上より、運営目的の変化は、達成されるか、他者と

の関わりや出来事があった際に、優先順位を下げるか新

たな運営目的を作ることでその地域に順応している過程

であることがわかった。いずれも、運営上の内在的問題

から運営目的の変化に直接的に結びつけるような状況は

見受けられなかった。	

 
５. 宿泊型ゲストハウスの今日的課題と可能性 
５−１ 結論 
目的①〜④に対して以下の３つが明らかになった。	

・運営目的対象を経営者自身、宿泊者、地域とした時に

ほとんどのゲストハウスは開業前後で運営目的が変わる

ことはなかったが、中には特化、総合化といった、重視

する対象が変化する動きが見られた（３−２）。	

・15 の内在的問題の実態と時期的傾向を明らかにするこ

とができ、一部は方策として対応できていない実態を明

らかにすることができた（３−１）。	

・15 の内在的問題からは運営目的変化への影響は本研究

では確認されなかった。運営目的変化は対外的関係によ

る地域や宿泊者の中で順応していく過程の結果であるこ

とが明らかになった（４−１、４−２）	

５−２ 考察	

簡易宿所に係る法整備が進む中、大手企業の民泊事業

への参入増加等によって、ともすればゲストハウスの多

様性の喪失も予想される中、本研究でみられた、地域順

応によるゲストハウスの運営目的の変化及び特化は、地

域に根ざした個性や特徴を維持し、魅力ある観光需要の

受け皿としてゲストハウスを位置付けていくための重要

な視点であると考えられる。またそのためには、国や自

治体等による施策あるいは地元地域による支援によっ

て、ゲストハウスの地域への順応を積極的にフォローし

ていくことが重要であると考えられる。	

 

注釈 

1) 例えば石川（2012）は全国ゲストハウスにアンケートを実施し、経営形態や様	

式の特徴を分析している（参考文献３）	

2) 例えば片桐（2015）は観光者と非観光者（地元住民）の交流する場が着地型観	

光の人材育成につながると述べている（参考文献４）	

3) 例えば長田ほか（2015）は地域に依存することで周辺店舗と連携している機能	

を有すると述べている（参考文献５）	

4) 時期は複数回答で答えてもらっているため、内在的問題の該当件数とその問題

の開業・運営プロセスごとの件数の合計数は必ずしも一致するとは限らない。 
参考文献 

1) 石川真澄（2014）国内におけるゲストハウス台頭の社会背景に関する考察		
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